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ネットワーク社会における
　　　　　紛争解決と法
吉田　和夫
1　はじめに
　ネットワーク通信においては，それが多義的であり，多種多様な形態
のものが存在し，参加メ．ンバーの意識も必ずしも共通していないことな
どから，それに対応して多種多様な形態の紛争が生じうる。また，比較
的新しい手段ないしメディアであることもあって，時として従来見られ
なかったような紛争が生じうることになる。特に近年，インターネット
に代表されるネットワークが一般に普及・浸透したことも一つの理由と
なって，ネットワークを手段とした犯罪（的）行為ないし詐欺（的）行為（民
事・刑事を含む）1》がマスコミで報道される機会も多くなり，同時に従来
ならばネットワーク内で解決されていた可能性が高い紛争が訴訟という
形で表面化するケースも数件発生した。表面化したトラブルの中には，
本来的にはネットワーク内で発生したか否かに関係ないはずであって，
たまたまネットワークが手段として使われたにすぎないとみられるケー
ス2｝と，ネットワークの性質あるいは特性が事件ないし紛争の発生に影
響を与えたとみられるケース3）が混在しているように思われる。前者に
あっては，従来の法律なり法規範をいわば機械的に適用することで一定
の解決を下せば足りるかもしれない。しかし，後者にあっては，仮に最
終的には法的判断によって解決されるとしも，長年にわたってネットワ
ーク内で形成されてきた文化や秩序を前提としたルール，明文化されて
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いない規範，あるいは組織内自治的なもの4）も考慮する必要があろう。
　ネットワーク内のルール制定，紛争の処理などに関する法律的諸問題
については，1992年11月にVillanova大学で開催されたシンポジウム‘1
において取り上げられている。ここでは，同シンポジウムにおける議論
を前提としたPerritt論文6）にそくしてこの問題を考えてみたい。
　Perritt論文は，民事・刑事・行政のほか幅広い領域を対象としつつ，
まず「ネットワークへのアクセス拒絶の結果として，あるいはネットワ
ーク上の名誉股損的メッセージ流通から生ずる紛争解決の枠組み」を提
供することを目的とするη。すなわち，シンポジウムにおける議論にあら
われているように，法は限定された役割しか演じることができないとい
うことは確かであるけれども，法が何の役割も持たないということを意
味するわけではないのであって，合理的に同一条件に基づいてアクセス
することを保証する制限的権利を認めるとともに，サービス提供者にそ
れに対応する義務を課すことは法の重要な目的であるとする。さらに，
Perritt論文は，ネットワークという制度と法律g）間の相互関係を規定す
るためには契約法は適した法理論であるとした上で，将来のネットワー
ク環境で生じうる紛争類型を概観し，紛争類型を処理するためのルール
を制定・強制しうる制度的合意の種類をも論じている8）。
　分析の方法として，Perritt論文は，紛争解決モデルとして，ルール制
定手続（rulemaking）および裁定（adjudication）の二つのモードを設
定し，契約法理他の法理論を利用することによって，ネットワーク環境
でこの紛争解決モデルがいかに現実的に機能するかを検討するという方
法をとっている9｝。以下ではperritt論文であげられているモデルに即し
てこの問題を概観することとする。
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II　紛争類型とその強制方法
　1　Perritt論文によれば，ネットワーク社会では，ルールの策定ない
し制定とルール強制が高度に分散化され，分散は，個々のネットワーク
社会が互㌣・に孤立している限りにおいてはさほど問題を生じないが，相
互接続が進むにつれて，当然に，相互依存性も増し，LANの境界も曖昧
にならざるを得ないとされる。さらに，現在のインターネットはいわゆ
る「ダイナミック・ルーティング」lo》を用いることによって，ある特定の
メッセージがどのようなルートをたどってネットワーク化された他のホ
ストコンピュータに伝達されていくかが予測不能になるという特性を有
し，最寄りのノードからメッセージをの送信した人間としては，メッセ
山ジがどのようなルートをだどつたか知ることができない（あるいは知
る必要もない）という現実があると指摘する。当然，このような現状は，
法律的紛争発生時に法を強制するという問題も影響を与えることにな
る。Perritt論文によれば，ネットワークがますます相互依存度を強める
ことにつれて，かつてとは若干様相が異なり，より高度のレベルのある
種の権威のようなものを求める傾向も出てきたという1り。
　2　ネットワークの発達とともに発生するようになった紛争類型は多
種多様であり，今後新たな紛争類型が登場することは明らかといえよう
が，Perritt論文は，おそらくは例示的に三つのパターンを列挙している。
すなわち，（1）まだネットワークに参加していない者が参加を希望してい
る反面，すでにネットワークに参加している一人もしくは複数の者とし
ては，その参加希望者のネットワーク参加を妨げたいケース，②ネット
ワーク上を流れるある種の情報の流布を止めたい（または情報流布によ
って生じた損害を回復したい）と希望する人間がいるが，その情報を流し
ている者はそれを継続したいとするケース，（3）ネットワーク上のあるメ
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ンバーがある種の義務的なものを果たしていないと考える人間が存在す
るケースの3つである12｝。
　紛争解決のために適用することが可能な従来g法理論としては，たと
えば，第一に約束的禁反言（promissory　estoppel）があげられている。
すなわち，約束をする者（約束者）としては自らの「約束」がきっかけと
なって相手方（受納者）が作為・不作為という態度をとるにいたるであ
ろうと予測すべきであると考えるのが合理的であって，実際に予約者が
作為・不作為のいずれかを選択した場合に，たとえば約因が存在しない
などの理由で本来的には「約束」に法的拘束力がないとしても，ある場
合には拘束力を認めるという考え方を適用することが可能となるとい
う。
　第二に，私的な組織内の統治に関しては，当該私的組織内部で採用さ
れたルールによって解決されるべきであるとする互3）。組織のメンバーは
組織を形成サる時点で相互に約束を交わしていやはずであり，組織は，
全体として個々のメンバーに約束をしていると同時に，全体としてどの
ようにメンバー資格を限定するかなどの事柄について外部に対して約束
しているという関係に立つものと考えられるからである。
　3　次に，Perritt論文では，ルール制定という問題を考察する上で，
以下の三つの基本モデルが有益であるとする14，。
　（1＞権威的モデル（arthoritaτian　mQde1）
　たとえば，CompuServe，　WESTLAW，　LEXIS他の商用プロバイダの
ように，ネットワークサービスの提供者がアクセスのルールを規定し，
一方的に使用するケースである。沿革的に見れば，ホストコンピュータ
を基礎とする垂直型ネットワークは，このような権威的ルール作成モデ
ルを当然押してきたといえよう。ホストコンピュータのハードウェアな
いしソフトウェアの所有者はそのようなルール制定を行い，この種の合
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意の際の条件はサービス提供者が予め作成した書面に基づいて明示化さ
れ，後日必要があればユーザーのスクリーンに現れた告知によって改定
され，ディスプレイに表示された補足改定条項に対して，ユーザーは「Y」
または「YES」とタイプすることによって表示された条項に同意するか
どかの確認を求められるという形をとることになる。
　（2）民主的モデル（democratic　model）
　ネットワークのユーザー，ブレティンボートのオペレータ，またはネ
ットワークのメンバーが，非公式な社会規範，もしくはより正式な形を
とる場合には多数当事者間の合意を通じてルールを定めるケースであ
る。これも同様に沿革的にみれば，広域コンピュータネットワークまた
はインターネットなどで自然に慣習（法）的にルールが形成されてきたよ
うなケースは，この民主的モデルに該当すると言うことができよう。
　（3）正式な法律的モデル（formal　legal　model）
　契約の申込みおよび承諾，不法行為法上の義務，制定法および行政機
関の制定する諸規則などによっていかなる行為が可能かが定義されるこ
とになるケースである。通常の契約などの法律関係を適用していくこと
で，紛争を処理することになろう。当事者間の自由な交渉により契約条
項が定められる場合であって，約款契約・附合契約的でない契約が締結
されたケースがここに該当するだろう。
　4　この・ように制定の過程，方法，経緯は様々であるとしても，必要
があれば当該ルールに従って「強制」が行われなければならない。ここ
でも，ネットワークの発展に伴ってルールが相互にオーバーラップする
ようになるとともに，強制力によってルールの実効性を担保することが
困難になりつつあると言わざるを得ないであろう。
　Perritt論文では，強制のメカニズムは三つの基本的カテゴリにわける
ことができるとされている15）。
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（1｝社会的強制モデル（social　enforcement　modeD
　当初はインフォーマルな非難ないし批判に始まり，最終的には排除な
いし追放へと至るケースであり，メンバー間の結びつきが強いコミュニ
ティーにおいて妥当性を持つ社会的強制とみることができる。
（2）排除強制モデル（disconnection　enforcement　model）
　ホストコンピュータを基礎とするシステムのケースでは垂直的に，あ
るいはインターネットワークの場合には平面的にというように形態に差
異はあるものの，いずれにせよホストコンピュータへのアクセスを否定
することによってルールないし秩序違反者を排除するという形の強制で
ある。
　（3）法的強制モデル（legal　enforcement　mode1）
　通常の裁判所を介して，または行政機関と裁判所の協力を介して，実
際に機能している不法行為，契約，制定法，刑法などの法律に基づいた
法律による強制である。
　5　ルール制定モデルと強制メカニズムは，どのようにでも組み合わ
せ可能であるが，ある組み合わせによっては結びつきの強いものと弱い
ものが当然存在する。すなわち，権威的ルール制定モデルは排除強制モ
デルもしくは法的強制モデルと結びつきやすく，民主的ルール制定モデ
ルは社会的強制モデルもしくは法的強制モデルと結びつきやすい16）と
される。以下では，順次その組み合わせを概観する。
nIルール制定モデルと強制モデル
　1　権威的ルール劇定モデル
基本的にネットワークへのアクセスは，サービス提供者によってなさ
れた一方的な意思の表示によるものであったとしても，そこに定められ
た条件に従って規律されるべきであるとする見方がある1η。これによれ
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ば，サービス提供者は，どのような種類のトラフィックをサービス提供
者が提供もしくは排除するか一方的に決定することになり，アクセスを
希望するユーザーの抱く「期待」も，サービス提供者側からなされる事
前の告知を前提として形成されることになる。
　政府による規則などによる場合とは異なり，市場コントロールと通常
は結びつく点なども含めて，たしかにそのようなシステムには利点もあ
ることは否定できないかもしれない。しかし，事前の告知条項が無条件
で絶対的に強制力を持つものなのかどうか，そして，もし強制力がある
としても，どのような方法によって強制されるのかが必ずしも明確では
ないのではないかという疑問が残る18）。アクセス条件に関する供給者に
よる事前の表示内容に従った強制を可能なものとするには，Perritt論文
によれば，二つの基本的な方法が可能ということになる。すなわち，競
争の存在する市場での直接的行動を通じた方法（排除強制モデル）および
契約法による方法（法的強制モデル）である。
　（1）排除強制モデル19）
　　（a）ここでは，ネットワークサービスの提供者は，一方的にアクセ
スないし利用に関連する事項を規定する条項を作成する。表示は主とし
て提供者の権利を保護する内容となり，提供者の保護が優先されること
になる。提供者はサービス提供契約をキャンセルする権利あるいは契約
内容の修正権を留保し，反面，義務をほどんと追わないものになってい
る。提供者側による表示はユーザーの義務を強調し，顧客側に通常認め
られるべき法律上の既存の権利もしくは黙示的権利を喪失させている。
規定さるべきサービスの性質も，当該サービスに伴って黙示的に決定さ
れる。
　このような一方的表示の法的効力自体に問題があるとはいえ，サービ
ス提供者は事実上法的義務を免れることが容易になることは否定でき
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ず，ここでは，ユーザーとしては，競争によってより有利な条項を提示
する提供者がいればそちらに移行するという選択肢しかない。かくして，
より有利な条項を提示する提供者はより大きな市場シェアを獲得し，不
利な条項しか提示できない提供者より高額をチャージすることができ，
このような市場の力は法律とは全く別個のものとして機能する20）。
　もしネットワークのユーザーがルールに従わない場合，ネットワーク
所有者の救済手段は単純である。ユーザーを排除し，パスワードを剥奪
するという強制手段を有するのであり，反対に，ユーザーがルールの内
容に納得できない場合，ルール制定者がそれに従わない場合，またはユ
ーザーが不当に排除された場合などでは，ユーザーは単に他のネットワ
ークに移行ずるしかない。
　　（b）排除強制モデルは，サービス提供者とユーザーは，少なくとも
法的な意味においては対等な力関係に立つということと，現実の市場が
良好に機能していることを前提にしていると考えられる。ただ，少なく
ともネットワークの分野においては，現実の市場が必ずしも完全に機能
していると断言できるかどうかは疑問であることや，当初アクセスを希
望したネットワークに変わる代替ネットワーク提供者を調査して変更す
る可能性はたしかにあるとしても，現実問題としてアクセス対象とする
ネットワーク変更のための潜在的なコストはかなりのものになりかねな
いという問題は残ると見るべきであろう。また，たとえば，システムの
汎用度が低いなどの事情から，当初アクセスを希望したネットワークの
ユーザーが当該ネットワーク利用に必要とされる特有のソフトウェアや
ハー hウェアにかなりの設備投資をしている場合，言い換えるとネット
ワークのサービス条件に対して相当額の損失を伴う信頼をしている場合
もありうる。このようなケースを想定すると，このモデルが前提とする
局面自体に問題が残るということができるとともに，排除強制あるいは
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その前提の権威的ルール制定の効力の根拠をどこに求めるかなどについ
ても，疑問が残ることになろう。
②法的強制的モデル21）
　　（a）次の可能性として，サービス提供者の告知した条件ないし事項
を契約法の下で強制することを当然可能である。ここでの問題は，一方
的な告知しかなく，事実上ユーザー側に選択の余地がないような典型的
なケースで，契約の効力の根拠なり理由付けなりをどこに求めるかとい
うことである。Perritt論文では，第一に，このような局面であっても，
サービス提供者とネットワークのユーザーとの間には交換関係が存在
し，それ故，通常の契約と同視できる場合があるとされる。すなわち，
サービス提供者は，おそらくは当該ネットワークを使用する可能性のあ
る潜在的メンバーの個々の具体像は知らず，一方的にアクセス条件をア
ナウンスしているとは確かである。もしそうであるなら，契約の成否・
拘束力の根拠は弱いものとならざるを得ないところ，Perr量tt論文では，
交換関係の存在を契約の拘束力の根拠として重視する交換取引理論に立
脚した上で，交換を誘引する目的や行う告知の公表によって「交換」と
いう要件は充足されるものと見解を示している。ネットワークのサービ
ス提供者が事前に告知を公表する動機は，当該ネットワーク使用に対し
て人々から料金を払わせるよう招来するということであろう。少なくと
も告知条項を前提にユーザー料金を支払って加入する場合には，交換が
存在すると解することになる。すなわち，一方的な告知のケースであっ
ても，サービス提供者とユーザーとの問には一種の交換関係が成立する
と解した上で，それをもって拘束力発生の条件は充たされたものとみて，
通常の契約法もって規律するわけである。
　　（b）第二の法的な強制理論として，Perritt論文は約束禁反言をあ
げる。前述したように，少なくともアメリカ法においては，リステイメ
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ント§90にも規定されるように，約束を行う当事者は，他者が合理的にそ
の約束を信頼する場合，たとえば約因不存在などの理由で約束としては
法的に不十分であったとしても，結果的にはそこに拘束力を認め，当該
約束を履行するよう拘束されることがある22）。この理論の適用によって，
実際上契約が存在する場合とほぼ同様の結果を導くわけである。
　　（c）第三の可能性は，サービス提供者にコモンロー上のコモンキャ
リアとしての責任を課することである。すなわち，ネットワーク提供者
は，事前の告知による表示を基礎とする責任を負うことがある23）。しか
し，実際には，表示理論ないしコモンキャリアとしての責任を類推する
考え方は，サービス提供者の告知に関する独立した理論というよりは，
交換理論（上記（a））もしくは約束的禁反言理論（上記（b））の適用ないし応用
にあたってそれを強化するファクターと考えた方が妥当かもしれない。
　2　民主的ルール制定モデル24｝
　（1＞社会的強制
　民主的ルール制定モデルおよび社会的排除強制メカニズムは，両者と
もに「民主的」であり「分散化」されているということから，論理的に
結びつきやすい。問題は，社会規範はある特定の状況においてのみ，社
会的排除を通じて強制されるのであり，必ずしも普遍的ではないという
ことである。一般論として，非公式コミュニティーは形式的な法律の助
けを借りずに，ルール制定と強制を行うことが可能だということは広く
承認されていると言えよう。基本的にネットワークが非公式なものであ
るとの前提に立ち，諸紛争を規律する場合にも特有の非公式ルールが大
きな役割を果たすことものと考えることは可能であろう。
　しかし，法の手助けなしに非公式なコミュニティー内に非公式ルール
を適用することを当然のことと考えるかどうかは別としても，そのよう
な機能が認められるためには重要な前提条件があるということが，法律
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によらない解決を強調する論者からも主張されている。すなわち，非公
式なルールないし社会規範による強制を正当化する前提としてとりわけ
重要なのは，ルールの制定，強制，さらにルール違反をおかしたメンバ
ーが属するネットワークの構成自体に継続性が認められること，コミュ
Fティーに多次元的（multidimensional）な関係が存在することである25）
という。ここであげられた前提条件のうちで，ルールの制定，強制とい
う要件についてはネットワークコミュニティーでも充たされうるのに対
して，問題なのは，メンバーの継続性およびコミュニティーの多次元性
という要件であろう。Perrittによれば，ネットワーク・コミュニティー
のメンバーも一般の組織同様に継続的関係を保つ可能性はあるとしなが
らも，特定のタイプのとコミュニケーションのみに関与する場合も多く，
基本的にその関係は単次元的（unidimentional）なもとみることができる
からである。
　前述のように，ネットワークのユーザーに供給者を選択する自由が十
分に存在する市場環境が存在する場合には，ネットワーク・コミュニテ
ィー規範の違反者が排除されたとしても，排除されたユーザー他のネッ
トワークにアクセスする可能性が残り，このタイプの強制を認めること
によって生じるデメリットは少ない。しかし，Perrittが指摘するような
単次元性がネットワークに常に存在するとするならば，他のメンバーに
よるコミュニティーからの社会的排除といった非公式は排除の効力を認
めるにあたっては，慎重な態度が望ましいと言えようか。
　（2）法的強制26）
　私的な組織は，一般にルール作成および適用を私的自治ないし団体自
治の範囲内で行うことができるとするならば，ネットワークにおいても
ルールの作成及び適用は当然可能である。ただ，私的な組織内のルール
の作成および適用は，必然的に非常に非公式な性質を有するものとなる。
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しかし，私的組織内のルール作成権と適用，ないしは組織内の月治を認
めることと，裁判による法的解決を認めることが矛盾するわけではない
のは当然と言えよう。
　Perritt論文によれば，裁判所が組織内の紛争に対して裁判権を行使す
るとき，行政組織の決定を司法的に審査する場合と類似する標準を採用
することになる。
IV　紛争解決モデル27）
　ここでは具体的なルール制定手続と強制手続を検討する。ネットワー
クに一般社会と異なった特性が備わっていることを完全には否定できな
いとするならば，通常の紛争解決方法とは若干異なった手法ないし考慮
が必要になるのではないかという疑問が生じよう。
　Perrittによれば，「ルール制定」及び「現実にルールを適用した結果と
しての裁定」は概念的には異なったモードの決定過程ではあるものの，
両者は実際上結合することが可能であるとともに，基本的には，裁定者
は，裁判などと類似した方法で認定ないし判断を行うことになる。ただ，
従来想定しなかったようなケースが起きることも珍しくないというネッ
トワークの状況を考えると28），裁定者による裁定という方法をとった場
合でも，ネットワークの特性を考慮した上での，裁定者の自由裁量権を
広く認める必要はあるかもしれない29。
　あるいは，ルールは柔軟で変更容易なものと考え，かつ，裁定の権利
は誰にも属するものではないとした上で，ルールに単にある種の道徳的
効力のみを認めるシステムも将来的には考えられるとの指摘がある30）。
もし既存のルールでは対応困難と思われる新しいケースが起きた場合に
は，ルール制定者は，自らが相当と考えるような新しいルールでケース
を処理せざるをえないが，ここでは，ルールの規定と裁定者の自由裁量
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はトレードオフの関係に立ち，ルールが非常に一般的である場合には適
用に際しては解釈の余地が大きくなり，裁定者は大きな自由裁量を持つ
ことになる。反対に，ルールが非常に詳細で解釈の余地がないように規
定されている場合，裁定者の自由裁量の余地は少なくなる。
　多様な形態をとるネットワークの特性を前提とすると，紛争解決方法
も多様なものを想定しておく必要があろう31）。Perrittはこの点につい
て，「一般的公正性に基づいて紛争を解決する権能を与えられた中立な人
間が，ルールの存在しないケースを処理する場合」および「ルールが高
度に具体的に規定され，事実認定者はそれを最終的に拘束力を持った形
で適用する権能を与えられているシステム」というようにネットワーク
における紛争解決に際しては，非常に広範な領域を扱うことならざるを
得ないとする32》。
　前述のように，ネットワークにおいては，サービス提供者が事前にア
クセス条件などを一方的に定めることが多いというのが現状である。将
来的にみて，ネットワーク環境でどのようにルール制定がなされるかの
予測は困難とした上で33），Perritt論文は，特定のプレティンボードまた
は電子会議室の存在34），またはもし相互的なルール制定過程が予測され
る場合には，E－mailメッセージのためのメールボックスの特定の領域を
指定することが必要であるとする35）。いずれの方法によったとしても，ル
ールはポストされた情報の変更という形で修正されることになろう36）。
　Perritt論文では，仲裁手続きのような非司法的紛争解決方法，あるい
は仲裁手続きに類似するシステムがネットワークにおける紛争解決方法
として有用であることも示唆されている37｝。すなわち，一つの可能性とし
て，法律上認められた制度としての仲裁手続きに移行する可能性を認め
る他に，もう一つの可能性としてはネットワークサービス提供者または
ネットワーク参加者によって確立された何らかの私的過程による解決が
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取り上げられている。後者にあっては，仲裁手続きに準じた手続きがと
られるべきであって，たとえば裁定権者が中立的であるか否か，は重要
な要素であるとする。さらに，開示が不十分である，裁定者が十分な理
由を述べない，または事実認定もしくは判断が不完全である，正式な記
録が存在しない，などは，裁定の効力を後日裁判で争う場合には，その
効力を疑問視するファクターになりかねないことも示唆している38）。
　ネットワークの特性との関連で言えば，一般的に現代の現実の訴訟で
は当事者が対面して行う弁論主義から書面の提出によって審理を進めて
いる方法に移行しつつあるという現状をふまえると，ネットワーク内の
裁定であったとしても，一定の手続さえ定められていれば，中立的な裁
定権利者の前でなされる反論の機会は十分保証されるであろう。開示に
ついても，一般の仲裁手続に比して，特にネット内の紛争解決方法だか
らといって問題が発生することはない39）。
V　むすび
　Perritt論文は，ネットワークという状況で生じうる紛争を類型化する
ことによって，ルール制定の正当性と強制方法他の法律問題について考
察する際の重要な枠組みを提供するものととらえることができる。ネッ
トワーク化がさらに発展することをふまえ，商用・学術・営利をとわず
様々な形の個々の小規模ネットワークが（少なくともユーザーの立場か
ら見るならば）ことさらに区別されることもなく利用可能な現状を前提
とするならば，類型化によってルール制定および違反に対する強制の方
法や根拠を明確にしておくという方向性は適切かつ有用なものといえよ
う。
　ただ，たとえばルールの正当性に関していうならば，従来の沿革なり
発展形態からみて，「権威的モデル」が十分妥当し，かつ当然視しても特
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に問題はないような状況があったことは確かであるとしても，内外の大
手ネットのインターネット接続などをきっかけに一気に参加者数が増大
しつつある現状も考慮せざるを得ないとするならば，従来の文化を前提
とした枠組み自体を過度に重要視することによる新たな弊害発生の可能
性もまた否定できない。その際に，参加者の急激な増大といった現象は
何ら「権威的モデル」におけるルールの拘束力に関する議論に影響を与
えないと見るべきか，あるいは契約的な要素を導入ないし強調し，さら
には弱者保護的な処理を加えていくべきか，その場合の法理論判の問題
点をどう解決すべきか，などという点はさらに検：心しなければならない
であろう。すでに十分に形成されている文化を背景としたネットワーク
内自治と法律とのかかわりをいかに調和的に解釈するか，個別の紛争へ
の法律の適用のさいにどのように反映させるべきか，という点なども含
めて今後の検討課題といえよう。
注
1）たとえば，94年から95年にかけて新聞報道されたもののみを列挙すると以下
　の通りである。「パソコン通信に偽売買情報」（朝日94年2月21日），「パソコン
　通信の『掲示板』使い国産米を売買」（朝日94年3月24日），「世界ネットでソ
　フト100万ドル分をばらまく　米の学生を起訴」（朝日94年4月10日），「わいせ
　つ画像販売した疑い　パソコン通信利用の会社員」（朝日94年4月16日），「パ
　ソコンで犯罪指南　通信ネットに情報　公衆電話タダがけ　携帯電話盗聴」
　（毎日94年5月17日），「わいせつ画像記録のCD－ROMを押収」（朝日94年6月9
　日），「わいせつ画像送信は罪　初の適用決める」（読売94年6月15日），「ネズ
　ミ講で政治資金？『利殖』エサに党員集め」（毎日94年7月8日），「3人はパ
　ソコンネット仲間　国際通話の詐欺容疑者」（朝日94年8月6日），「海賊版ソ
　フト大量売買　著作権法違反容疑」（朝日94年9月17日），「約60人分のカード
　会員名・番号リスト　通信ネットに流出」（朝日94年10月13日），「パソコン通
　信悪用　向精神薬販売容疑」（朝日94年10月20日），「NTTの電話帳非公開の住
　所など漏れる　パソコン通信で売買」（読売94年11月22日），「『PC－VAN』売買
　情報コーナーで詐欺頻発4人が被害届」（毎日94年12月26日）。
2）注（1）であげたケースについては，本文で述べたような評価を下すことが可能
　と思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35
3＞たとえば，「パソコン通信で名誉穀損　女性会員が主宰会社を提訴」（朝日94
　年4月22日〉，「『パソコン通信で中傷された』　女性会員が大手ネラトなど訴
　える」（読売94年4月22日），「パソコン通信で中傷」（毎日94年4月22日）〔以
　上3件は同一のケース〕。このケースでは，会員が自由に読み書きできる大手
　ネット（会員数64万人〔当時〕）内のフォーラムに事実無根の中傷を書き込まれ
　たと主張する女性会員が，匿名（ハンドル名）で28回にわたり発言を続けた男性
　と，．大手ネット，システム運用責任者の三者に対して，発言削除と200万円の
　賠償を請求している（後二者に対する請求は，「発言を削除する権限を持ちなが
　ら放置し，名誉万口に加担した」ことを理由とする）。なお，本件では訴訟提
　起前に発言削除を求めたが拒まれ，発言者の住所・氏名の開示も電気通信事業
　法を理由に拒否されているという。
　　また，同様に名誉殿損を理由に訴訟となったケースとして，「名誉傷つける情
　報を通信ネットで公開」（読売94年5月19日），「パソコン通信で『プライバシ
　一侵害」」（毎日94年5月19日）〔以上2件は同一のケース〕がある。本件では，
　いわゆるチャットの記録を不特定多数が閲覧できる電子掲示板に掲示，削除を
　求められた大手ネット（会員数70万人〔当時〕）側は「（掲示板への）公開は会員
　規約に反しない」として削除を拒否した。「通信上の個人発言を不特定多数が
　見られる電子掲示板に勝手に掲示され，プライバシーを侵害された」として，
　大手ネットおよび発言を掲示した会員に対して120万円の慰謝料を請求した。
　　「フリーウェアソフトめぐる記事で名誉穀損と提訴」（毎日94年11月24日）で
　は，主にネットワークを介して流通するいわゆるフリーウェアの著作権に関す
　る議論に端を発したネットワーク内のトラブルを週刊誌が取り上げ，記事中の
　「パソコンネットワークの独裁者」という表現が名誉四望に当たるとして3000
　万円の慰謝料を請求したもの。
4）ネットワーク上の参加者の議論を集約して新規参加者向けのマニュアル化
　したものや，議決方法，ローカルルールの変更方法など，さらにはシステムオ
　ベレータの選任方法も含めて詳細にルール化したものが自発的に作成される
　ことが少なくない。なお，詳しい事実関係は明らかではないが表面化したもの
　としては，たとえば，ネット上のあるフォーラムで，点訳データの著作権をめ
　ぐり，意見が対立。視覚障害者を差別するような内容の書き込みをした会員が
　ネット運営者に会員資格を剥奪されたというケースがある（「〔ニューメディア
　の心理学〕／3パソコン通信　見えない顔…ルール尊重」（毎日94年3月29
　日））。
5）同シンポジウムでは，法の果たす役割には限界があること，自由な議論や情
　報の流れは，サービスに関する条項を制定するに当たって個々の私的ネットワ
　ークサービス提供者（社）に権力を分散させることによってもっともよく担保
　されること，さらに，自由なマーケットが存在する限りにおいては消費者たる
36
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　ユーザーは，利用可能なタイプを見て自らの希望や内容の相違にしたがって自
　由に選択権を行使できること，などが議論されている。同シンポジウムについ
　ては，Henry　H．　Perritt，　JL，　Introduction，38　Vill．　LRev．319（1993）．参照。
6）　Henry　H．　Perritt，　Jr．，　Dispute　Resolution　in　Electronic　Network　Commu・
　nities，38　Vill．　L。　Rev．349（1993）．
7）　Perritt，　supra　note　6，　at　350．
8）　Id．
9）その他に，たとえば第三者に対する侵害の責任を契約理論を通じていかにコ
　ントールしうるか，不法行為責任との関係はどのように考えるべきか，といっ
　た問題についてもPerritt論文は考察の対象としている。
10）「ネットワークトポロジーやトラフィックの変化に応じて自動的に最適ルー
　　トの調整を行うルーティング」（Wide　Project編『インターネット参加の手引
　き1994年版（bit別冊）』383頁）。
11）
12）
13）
14）
15）
16）
17）
Perritt，　supra　note　6，　at　352．
Perritt，　supra　note　6，　at　352－353．
Restatement（Second）of　Contracts，§90（1981）．
Perritt，　supra　note　6，　at　353－354．
Perritt，　supra　note　6，　at　354－355．
Id．
David　R　Johnson＆Kevin　Marks，　Mapping　Electronic　Data　Communi一
　cations　on　to　Existing　Legal　Metaphors：Should　We　Let　Our　Conscience
　　（and　Our　Contracts）Be　Our　Guide　P，38　Vill．　LRev．487（1993）．
18）　Perritt，　supra　note　6，　at　355．
19）Id．
20）Id．しかし，市場も完壁ではなく，何らかの紛争が発生し，被害が生じたとき
　には，損失は分配されなければならないのであり，この範囲おいて，法は一定
　の役割を演じる（ld．）。
21）　Perritt，　supra　note　6，　at　356．
22）　約束的禁反言の要件としては，（1）行為または信頼をもたらすと合理的に考え
　　られる約束，（2）受話者の行為または信頼，（3）約束の強制によってのみ不公平が
　回避されること，があげられる（Restatement（Second）of　Contracts，§90
　　（1981））。
23）ネットワークのサービス供給者とコモンキャリアとの類似性については，
　Henry　H．　Perritt，　Jr．，　Tort　Liability，　the　First　Amendment，　and　Equal
　Access　tq　Electronic　Networks，5Harv．　J．L　Tech．65（1992）で詳しく論じ
　　られている。
24）　Perritt，　supra　note　6，　at　358．
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25）　Robert　C．　Ellickson，　Order　without　Law　184「264（1991）．
26＞　Perritt，　supra　note　6，　at　360．
27）　Perritt，　supra　note　6，　at　388．
28）Perrittによれば「伝統的なコモンロー裁判所が初あての事件に適応する新
　しいルールを作るのとまさに同じように新しいルールを作ることができる」
　（Perritt，　supra　note　6，　at　388，）ことになる。
29）たとえば，ネットワーク使用のための設備を正当に利用していて何らかの紛
　争が起きた場合，既存のルールがない以上は，ネットワークのメンバーは既存
　のルールを参考にすることなく，いかに公正に当該紛争を解決すべきかを決定
　するしかない（Perritt，　supra　note　6，　at　389．〉。
30）　これは，排除規制を伴った権威的ルール制定モデル及び社会的強制を伴った
　民主的ルール制定モデルで発生する（Perritt，　supra　note　6，　at　389．）。
31）　インターネットなどの発展の経緯・理念・実態などからすれば，裁定者（あ
　るいは全システムの包括的管理者）的なものを想定した上で，統一的なルール
　を定めて画一的に適用するというシステムは，現状に適合しにくいとも考えら
　れる。
32）　Perritt，　supra　note　6，　at　389．
33）　Henry　H．Perritt，　Jr．，　The　Electronic　Agency　and　the　Traditional　Para・
　digm　of　Administrative　Law，44　Admin．　LRev．79，84（1991）．
34）Perrittの説明によると，ブレティンボードと会議室の違いは，ポストされた
　メッセージが，相互の情報交換を容易にするため，テーマによって分類されて
　いるかどうかということである。
35）　Perritt，　supra　note　6，　at　390．
36）　このような方法によって，ユーザーによる参加も可能になり，変更の告知も
　容易なり，さらに管理コストの低減することは確かであろう。ただ，一方的に
　制定されたルールの拘束力に争いが生じた場合に，本文にあげた方式が形式的
　　に存在していたことだけによって，ルールの一般的な拘束力に根拠が一与えられ
　　ることになるのか，仮に相互的な過程を経て制定されたときであったとして
　　も，それをもって「一方的」であるのと批判を回避できるのか，などといった
　問題は依然残るように思われる。
37）　Perritt，　supra　note　6，　at　391．
38）　Perritt，　supra　nQte　6，　at　392．
39）　Perritt，　supra　note　6，　at　393．
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